
宮城県木材産業等高度化推進資金合理化計画認定事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法（昭

和５４年法律第５１号）、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措

置法施行令（昭和５４年政令第２０５号）、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通

等に関する暫定措置法施行規則（平成５年農林水産省令第３５号）、林業経営基盤の強化等の

促進のための資金の融通等に関する暫定措置法の施行について（昭和５４年８月２３日５４林

野企第８２号農林水産事務次官依命通知）及び林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融

通等に関する暫定措置法の運用について（昭和５４年８月２３日５４林野企第８３号林野庁長

官通知）に定めるもののほか、木材産業等高度化推進資金合理化計画（以下「合理化計画」と

いう。）の認定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（合理化計画） 

第２ 合理化計画は、生産工程の改善、経営管理の合理化その他の事業の経営改善に関する措置

を内容とするもの（以下「事業経営改善計画」という。）又は事業の協業化、安定的な取引関

係の確立による事業規模の拡大その他の木材の生産部門又は流通部門の構造改善に関する措置

を内容とするもの（以下「構造改善計画」という。）とする。 

 

（合理化計画認定対象者） 

第３ 合理化計画の認定対象者は、次のとおりとする。 

（１）事業経営改善計画 

イ 県内に住所を有し、次に掲げるものとする。 

（イ）森林組合又は森林組合連合会 

（ロ）森林所有者又はその組織する団体（生産森林組合を含む。） 

（ハ）素材生産業を営む者又はその組織する団体 

（ニ）木材製造業を営む者又はその組織する団体 

（ホ）木材卸売業を営む者又はその組織する団体 

（ヘ）木材市場を開設する者又はその組織する団体 

ロ イの（ロ）から（ヘ）までに掲げる「団体」とは、必ずしも法人格を有することを要し

ないが、法人格を有しない団体については、おおむね４人（次に掲げる者にあっては２人）

以上の者をもって構成する同一目的を有する組織体（以下「数人共同事業体」という。）

として存在し、目的、名称、代表者等に関する定めを備えているものとする。 

（イ）素材生産等促進資金を借り受けようとする者のうち、木材の年間取扱量がおおむね 

３,０００㎥以上の者又は間伐等に係る素材生産又は間伐材等の素材若しくはこれら

に係る製品の引取りの事業を計画する者。 

（ロ）新規需要創出資金を借り受けようとする者 

（ハ）日本農林規格等に関する法律（昭和２５年法律第１７５号）第２条第３項の登録認

証機関の認証を受けた木材製造業を営む者（以下「ＪＡＳ認証業者」という。）又は

１年以内に当該認証を受けることが確実と見込まれる木材製造業を営む者 

ハ 単独事業体については、次のいずれかを満たしていることが必要である。 

なお、知事が必要とする場合、木材産業等高度化推進運営協議会の意見を聴いて認定す



ることができるものとする。 

（イ）木材の年間取扱量がおおむね３，０００㎥以上の事業体（素材生産等促進資金を借

り受けようとする第３の（１）のイの（ロ）から（ニ）までに掲げる者にあっては、

木材の年間取扱量がおおむね１，５００㎥以上又は木材の年間取扱量がおおむね  

１，０００㎥以上でかつ間伐材等の年間取扱量が木材の年間取扱量のおおむね５割以

上で合理化計画期間内に木材の年間取扱量が増加するよう計画し、その達成が確実と

見込まれる事業体とする。） 

（ロ）新規需要創出資金を借り受けようとする者にあっては、木材製品の生産量の増加が

見込める事業体 

（ハ）新製品の開発等により木材の需要の拡大に努めている事業体 

（ニ）日本農林規格等に関する法律第２条第３項に規定する登録認証機関の認証（製材の

日本農林規格（平成１９年農林水産省告示第１０８３号）のうち、構造用製材に係る

ものに限る。）を受けた木材製造業を営む者 

（２）構造改善計画 

イ 前号のイに掲げる者との共同で申請する者であって、次に掲げるものとする。 

（イ）前号のイに掲げる者 

（ロ）地方公共団体の出資又は拠出に係る法人で地域の林業の振興を図ることを目的とす

る者 

（ハ）建築工事業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（ニ）大工工事業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（ホ）家具製造業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（へ）設計監理業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（ト）インテリアデザイン業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（チ）パルプ製造業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（リ）紙製造業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

（ヌ）電気業に属する事業を行う者又はその組織する団体 

ロ イの（ハ）から（ヌ）までに掲げる「団体」とは、必ずしも法人格を有することを要し

ないが、数人共同事業体である場合には、目的、名称及び代表者等に関する定めを備えて

いるものとする。 

 

（合理化計画の期間） 

第４ 合理化計画の期間は、５年とする。 

 

（合理化計画の認定基準） 

第５ 合理化計画の認定基準は、次のとおりとする。 

（１）事業経営改善計画 

イ 事業の経営改善の基本的方向が、基本構想に照らし適切なものであり、その実施が確実

と見込まれること。 

ロ 所要資金の額及び調達方法が事業の経営改善を確実に遂行するために適切なものである

こと。 

ハ 素材生産等促進資金を借り受けようとする者にあっては、素材の生産、素材若しくは木

材製品の引取り又は素材若しくは木材製品の加工に係る当該事業体における事業に直接従



事する従業員一人当たりの取扱規模（木材製品の規格化を推進するため、ＪＡＳ認証業者

等にあっては、木材ＪＡＳ製品の生産の規模を含む。）が増大すると見込まれること。 

ニ 新規需要創出資金を借り受けようとする者にあっては、国産材の取扱量が増加するよう

に計画し、その達成が確実と見込まれること。 

（２）構造改善計画 

イ 共同申請する事業体間において、立木、素材又は木材製品について、長期的かつ安定的

な供給・取引に関する契約、協定等が締結されており、その実施が確実と見込まれること。

ただし、第３の（２）のイの（ハ）から（ヌ）までに掲げるものが共同申請者の場合には、

他の共同申請者との間に、長期かつ安定的な木材製品の供給、情報提供等に関する契約、

協定等が締結されており、その実施が確実と見込まれること。 

ロ 所要資金の額及び調達方法が木材の生産部門又は流通部門の構造改善を確実に遂行する

ために適切なものであること。 

ハ 構造改善計画の申請前に当該構造改善計画の申請者と同一の者が申請者である構造改善

計画が認定されていないこと。 

ニ 木材高度加工資金を借り受けようとする場合は、次の（イ）、（ロ）及び（ハ）の全て

を満たすこと。 

（イ）イの契約、協定等に係る供給量が、資金を借り受けようとする者（関連事業者又は

その組織する団体を除く。）の素材の年間生産量又は素材若しくは木材製品の年間取

扱量の１割以上であること。 

（ロ）申請者のうち資金を借り受けようとする者の事業規模が拡大することが確実と見込

まれ、かつ、計画期間内に素材の年間生産量又は素材若しくは木材製品の年間取扱量

がおおむね２割以上拡大すること。 

（ハ）素材又は木材製品の加工を行う事業体が、高次加工機械等の活用又は合併等を行う

こと又は木材ＪＡＳ製品、乾燥材等の生産を行う事業体が、高度加工を行うことによ

り、体質強化を確実に図ると見込まれること。 

 

（合理化計画の認定申請） 

第６ 合理化計画の認定申請者は、宮城県木材産業等高度化推進資金制度実施要綱（平成５年 

１２月１６日施行）第４に定める貸付資金の種類ごとに、計画始期の２か月前までに、林業経

営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法の運用について（昭和５８年

８月２３日５４林野企第８３号林野庁長官通知）において定められた様式による認定申請書に

次に掲げる書類を添付し、知事に提出するものとする。 

（１）数人共同事業体（目的、名称及び代表者等に関する定めを備えているものとする。）の

場合は団体の規約等 

（２）財務状況のわかる資料として最近３か年の貸借対照表及び損益計算書 

（３）構成員ごとの最近３か年の事業の現状が確認できる別記様式第１号による取扱実績一覧

表又はそれに代わる資料 

（４）構造改善計画に係る認定申請を行う場合は、共同申請する事業体間における契約書、協

定書等の写し 

 

（合理化計画の認定） 

第７ 知事は、合理化計画を認定したときは、認定書によりその旨を本人に通知するとともに、



関係機関に通知するものとする。 

 

（合理化計画の変更認定） 

第８ 合理化計画の認定を受けた者は、当該認定に係る合理化計画について次の事項を変更しよ

うとするときは、変更認定申請書を知事に提出するものとする。 

（１）事業の経営改善又は木材の生産部門若しくは流通部門の構造改善の基本的方向の変更 

（数人共同事業体の構成員の変更及び木材取扱規模（木材ＪＡＳ製品の生産規模）の目標

の変更を含む。） 

（２）木材産業等高度化推進資金を利用して行う事業費総額の３割以上の変更 

２ 合理化計画の変更認定申請及び変更認定については、第６及び第７の規定を準用する。 

 

（合理化計画の認定取消し） 

第９ 知事は、合理化計画の認定を受けた者が当該認定に係る合理化計画に従って木材の生産又

は流通の合理化を図るためにとるべき措置を講じていないと認められるときは、合理化計画の

認定を取り消すものとする。 

２ 知事は、合理化計画の認定を取り消したときは、その旨を本人に通知するとともに、関係機

関に通知するものとする。 

 

（実績の報告） 

第 10 合理化計画の認定を受けた者は、合理化計画上の各年度終了後２か月以内（合理化計画上

の年度の終了の日が３月中にある場合には、４月末日まで）に、別記様式第２号に次に掲げる

書類を添付して、当該年度の実績について知事に報告するものとする。 

（１）構成員ごとの実績報告 

（２）構成員ごとの事業の現状が確認できる別記様式第１号による取扱実績一覧表又はそれに

代わる資料 

 

（届出） 

第 11 合理化計画の認定を受けた者は、住所又は代表者を変更したときは、別記様式第３号によ

り知事に届け出るものとし、知事は、その内容を関係機関に通知するものとする。 

 

（合理化計画認定申請書等の提出場所、提出部数） 

第 12 この要領により知事に提出する書類は、申請者の代表者の所在地を管轄する地方振興事務

所長（以下「所長」という。）に正本１通及びその写し１通を提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者の代表者の所在地を地方振興事務所地域事務所長（以下

「地域事務所長」という。）が管轄する場合は当該地域事務所長に正本１通及びその写し１通

を提出するものとする。 

 

（合理化計画認定申請書及び変更認定申請書の確認等） 

第 13 地方振興事務所長又は地域事務所長は、合理化計画認定申請書の提出があった場合は、速

やかに別表合理化計画調査表に基づき内容を確認し、別記様式第４号の合理化計画調査復命書

を資金の種類別に作成するものとする。 

２ 地方振興事務所長又は地域事務所長は、数人共同事業体から合理化計画認定申請書が提出さ



れた場合であって、当該数人共同事業体の構成員が、認定書が提出された地方振興事務所長又

は地域事務所長の管轄する区域（地域事務所を置く地方振興事務所にあっては、地域事務所の

管轄する区域を除く。以下同じ。）外に所在地を有する場合は、別記様式第５号により、その

管轄する地方振興事務所長又は地域事務所長へ構成員別の書類を送付するものとする。 

３ 前項の送付を受けた地方振興事務所長又は地域事務所長は、第１項を準用し、合理化計画調

査復命書を作成するものとし、別記様式第６号により、申請者の代表者の所在地を管轄する地

方振興事務所長又は地域事務所長あて送付するものとする。 

４ 申請者の代表者の所在地を管轄する地方振興事務所長又は地域事務所長は、提出された合理

化計画認定申請書に、第１項又は前項で作成した合理化計画調査復命書（合理化計画調査表を

添付）を添付し、速やかに水産林政部長へ進達するものとする。 

 

（実績報告の確認等） 

第 14 地方振興事務所長又は地域事務所長は、第１０の実績報告があった場合は、速やかに内容

を確認し、別記様式第７号の確認調査復命書を資金の種類別に作成するものとする。 

２ 数人共同事業体の実績報告書の場合は、第１３第２項及び第３項の規定を準用するものとす

る。 

３ 代表者の所在地を管轄する地方振興事務所長又は地域事務所長は、実績報告に確認調査復命

書を添付し、速やかに水産林政部長へ進達するものとする。 

 

 

附 則 

１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 宮城県木材産業等高度化推進資金合理化計画認定事務取扱要領（平成５年１２月１６日施行）

は廃止する。 

附 則 

 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年８月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年３月１８日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年４月２日から施行する。 

ただし、この要領の改正前に認定された木材産業等高度化推進資金に係る合理化計画について

は、なお従前の例による。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 



ただし、この要領の改正前に認定された木材産業等高度化推進資金に係る合理化計画について

は、なお従前の例による。 

附 則 

この要領は、令和６年１０月８日から施行する。 

ただし、この要領の改正前に認定された木材産業等高度化推進資金に係る合理化計画について

は、なお従前の例による。 

 

 


